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○糸魚川市地域包括支援センター運営協議会設置要綱 

平成18年６月30日告示第65号 

（設置目的） 

第１条 介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の46第２項の規定により設置する糸魚川市地

域包括支援センター（以下「地域包括支援センター」という。）の円滑かつ適切な運営及び公正、

中立性の確保に関し、必要な事項を調査、協議するため、糸魚川市地域包括支援センター運営協

議会（以下「運営協議会」という。）を置く。 

（分掌事務） 

第２条 運営協議会が分掌する事務は、次のとおりとする。 

(１) 地域包括支援センターの設置等に関すること。 

(２) 地域包括支援センターの運営及び評価に関すること。 

(３) 地域包括支援センター職員の確保、調整等に関すること。 

(４) その他、地域包括支援センターの運営に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 運営協議会は、糸魚川市介護保険運営協議会（以下「介護保険運営協議会」という。）の

委員をもって構成する。 

（役員） 

第４条 運営協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、介護保険運営協議会の会長及び副会長をもって充てる。 

３ 会長は運営協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（委員の任期） 

第５条 運営協議会の委員の任期は、介護保険運営協議会委員の任期を適用する。 

（会議） 

第６条 会長は運営協議会を招集し、その議長となる。 

２ 運営協議会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

（庶務） 

第７条 運営協議会の庶務は、福祉事務所において処理する。 
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（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は会長が運営協議会等

に諮って定める。 

前 文（抄） 

平成18年７月１日から実施する。 

前 文（抄）（平成23年３月31日告示第77号） 

平成23年４月１日から施行する。 

前 文（抄）（平成28年５月13日告示第135号） 

告示の日から施行する。 



 

 

 

おじいちゃんの物忘れ

がひどくなって、心配だ

わ・・ 

 

 

 

 

 

  

       

 

 

 

 

 

 地域包括支援センターってどんなところ？   

 地域で生活する高齢者やご家族の生活、介護、福祉、健康など、様々な相談に

応じたり、支援をします。 

 専門職がチームを組んで対応しています！   

 主任ケアマネジャー、保健師、社会福祉士 などがそれぞれの専門性を生かし

ながら、ひとつのチームを組んで高齢者の支援を行っています。 

 どんな相談にも対応します！   

  

         お金の管理や契約が不安で… 

 

 

公民館や老人会、地域の集まりで健康づくりや、 

介護予防や介護保険などの話を聞きたいんだけど 

 

 

おばあちゃん、家で閉じこもりになっているけど 

 このままじゃ寝たきりにならないかしら… 

介護保険をそろそろ申し込んだ方がいいかしら 
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糸魚川総合病院 
 地域包括支援センター 
（糸魚川総合病院内） 

５５３－１２２１ 

地域包括支援センター 
 みやまの里 
（特養・みやまの里内） 

５５０－６５２５ 

地域包括支援センター 
 よしだ 
（ケアポートよしだ内） 

５５０－１７８８ 

能生地域包括支援センター 
（デイサービスセンターささら苑内） 

５６１－４１８０ 
 

地域包括支援センターおうみ 
（居宅介護支援事業所おうみ内） 

５62－3500 
 

 

 

相談窓口は次のとおりです 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〒９４１－８５０１ 糸魚川市一の宮１－２－５ 

糸魚川市福祉事務所 高齢係 

 ５５２－１５１１（内線２１６７、２１６８、２１６９） 

 

        糸魚川市福祉事務所 介護保険係 

５５２－１５１１（内線２１７５、２１７６、２１７７） 

浦本、下早川、上早川、大和川 

 地区にお住いの方 

大野、根知、小滝、今井、一の宮 

新鉄、上刈 

 地区にお住いの方 

西海、押上、寺町、京ケ峰、清崎 

蓮台寺、中央、大町、緑町、本町 

横町、寺島  地区にお住いの方 

能生地域にお住いの方 

青海地域にお住いの方 
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 令和２年度地域包括支援センター事業報告と評価について 

 

１ 重点的な委託方針について 

センターの運営にあたっては、市の施策と一体的に事業を行うために、毎年運営方針

を示しています。令和２年度は、糸魚川市高齢者福祉計画および第 7期介護保険事業計

画の最終年度であり、地域包括ケアシステムを進めるために、以下の３点に焦点を当て

た事業を展開しました。 

 

＜重点的な委託方針＞ 

（１）地域包括ケアシステム構築についての連携強化と市民への自助・互助に向けた

意識啓発 

○市民が、高齢期に入る前から自助と互助の必要性を考えられる。 

○在宅生活を支える医療と福祉関係職員へ地域包括ケアシステムの理念の浸透を図る。 

 

結 果：○一部地域において、認知症カフェや地域づくり関係団体へ自助・互助の必

要性についての普及啓発を図りました。 

    ○医療と福祉関係職員への地域包括ケアシステムの理念の浸透では、当初予

定していた事業は実施できなかったが、地域包括支援センターで実施する地

域ケア会議やサービス担当者会議などを活用し、地域包括ケアシステムの理

念の浸透を図る取組を行いました。 

 

（２）包括的・継続的ケアマネジメントの環境整備による、介護支援専門員の支援強化 

 ○介護支援専門員のニーズを基に、アセスメント力の強化を図る。 

 ○介護支援専門員がケアプラン作成時に自立の視点を持つ。 

 ○多様な関係者の視点を入れることで、ケアプラン及び支援の充実を図る。 

 ○事業所内及び地域包括支援センターを活用した相談機能体制をつくる。 

  

結 果：○介護支援専門員と通所サービス事業所職員を対象とした自立支援に向けた

研修会を開催し、自立支援の考え方について共通認識を図りました。 

    ○地域包括支援センターでは、居宅介護支援事業所に向けた自立支援に向け

たアプローチや環境整備に向けた検討を行いました。 

 

（３）権利擁護支援が必要な人の早期発見・早期対応に向けた周知と啓発 

 ○市民が消費者被害を切り口として、権利擁護事業を身近に感じるようになる。 

 ○権利擁護事業に関する様々なツールを活用し、将来に向けた支援体制を構築していく。 

 ○市全体の新たな権利擁護体制を構築していく。 

 

結 果：○地域包括支援センターの地区活動を通じて、権利擁護事業の普及啓発を行
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いました。 

    ○高齢者虐待ケースに対応として、マニュアルの様式を活用し、それぞれの

ケース対応を協議しました。 

    ○権利擁護体制構築のための検討会や県内の情報交換会に参加しました。 

 

２ 業務別事業実績について 

（１）介護予防ケアマネジメント（介護予防支援含む） 

   要支援認定者数の増加により、ケアマネジメント件数が大幅な増加となっています。 

 

 

（２）総合相談支援事業 

   相談件数の総数は年々増加しており、令和２年度は昨年度に引き続き、健康相談

が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防支援 2,522 件 

+ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 3,932 件 

予防支援 2,189 件 

+ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 3,799 件 
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（３）権利擁護事業 

   実施結果は、「１ 重点的な委託方針について」（３）の通りです。なお、権利擁

護についての相談件数は、前年度より約 60 件減少しています。 

 

（４）包括的・継続的ケアマネジメント事業と多職種連携 

   地域包括支援センターでは、居宅介護支援事業所のケアマネジャーに対して、プ

ランチェックや必要時の同行訪問などケアマネ支援として対応しています。 

 

 

（５）地域ケア会議 

   地域ケア会議は、支援が必要な高齢者等への適切な支援を行うための検討を多様

な関係者で行うとともに、このような個別ケースの検討によって共有された地域課

題を地域づくりや政策形成に結びつけていくことで、地域包括ケアを推進していく

ひとつの方法です。 

   令和２年度については、新型コロナウイルスの影響もあり、会議開催自体の件数

が前年度に比べると、減少している。 

                    （単位：回） 

地域ケア会議等 R1 年度 R2 年度 

居宅介護支援事業者及び居宅サービス事業者の指導・支援 ８ ４ 

地域ケア推進会議  １ ０ 

地域ケア会議（個 別）  34 23 

地域ケア会議（その他） ３ １ 
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３ 事業評価について 

  地域包括支援センターの事業評価につきましては、介護保険法の一部改正において、

事業評価を通じた機能強化について示され、全国で統一した指標を用いた評価を実施

しました。この結果については、令和３年度の重点委託方針に反映させています。 
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４ 地域包括支援センター収支決算書 
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令和３年度 地域包括支援センター事業計画の概要 

 

１ 重点的な委託方針と目標 

「糸魚川市高齢者福祉計画・第８期糸魚川市介護保険事業計画（以下、「８期計画」

という。）」では、これまで進めてきた地域包括ケアシステムの深化・推進を図り、地域

住民や地域の多様な主体が連携し、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を

目指していきます。 

８期計画に掲げた目標を達成するため、地域包括支援センターの重点委託方針を定め、

各種事業に取組んでいきます。 

（１）自立支援・重度化防止に向けた取組と介護予防の推進 

高齢者一人ひとりは。それぞれの状態に応じた健康づくりや介護予防・生きがい活動

に取組み、さらに重度化を防止できるよう、自立支援と介護予防を推進する。 

①  支援が必要な状態の高齢者を早期発見し、適切な支援につなげることができる。 

② 地域の特性にあった介護予防事業の実施と効果的な総合事業の利用を行う。 

 

 

（２）地域包括ケアシステムの深化と支え合いの地域づくりの推進 

地域包括ケアシステムの深化を促し、地域において、高齢者の社会参加等を進め、世

代を超えた地域住民が共に支え合う地域づくりが出来ていく。 

① 地区自治会や公民館、地域づくり団体と連携し、自助・互助の取組に関して普及啓

発を図る。 

②  生活支援の担い手として、元気高齢者の社会参加を進める。 

③ 医療介護等の多職種連携の中で地域包括ケアシステムにおけるそれぞれの役割を

理解することができる。 

 

 

（３）認知症の人とその家族を支える認知症支援体制づくり 

認知症の人とその家族が尊厳を保ちながら地域で生活し続けることができる。 

① 「共生」と「予防」を軸に地域全体で支える体制づくりができる。 

② 権利擁護支援の充足が図られ、適切な介入時期に支援を開始する。 

 

 

 

２ 各地域包括支援センター活動計画および予算 

  上記３つの重点項目について、市の事業と地域包括支援センターの役割分担を明確

にした上で、各地域包括支援センターにて計画を作成し、事業を実施しています。 
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令和３年度　地域包括支援センター活動計画

1

2

3

1

2

3

1-1

1-2

1-3

2-1

2-2

3-1

3-2

地域包括支援センターよしだ

・居宅介護支援事業所に委託しているケースでも、地域リハビリテーション活動支援事業に
よるリハビリ職の関与を提案するが、活用した事例は少ない（自ら事業を盛り込んでいるケー
スはない。）

・地域リハビリテーション活動支援事業の活用により、リハビリ職など専門職と同行し移動や
自主的運動の取組など連携出来ているが、生活支援（掃除や調理など）の自立に向けての
取組はなされていない。

現
状
と
課
題

目
標

担当圏域の認知症に関するニーズ把握

具
体
策
（

計
画
）

・委託ケースでのケアプランチェックや担当者会議で、重度化防止や自立支援の視点での指
導は出来ているが、「自立に資するケアマネジメント」の地域ケア会議は全く出来ておらず、
働きかけも出来なかった。

・駅北や寺町地区の「地域づくり」の会議や活動に参加しているが、西海地区の「地域づくり」
会議には参加出来ておらず、地域課題の把握には至っていない。包括としての役割など見い
だせていない。

・地区活動に参加している人は「自助」「互助」の意識があり実践出来ているが、そういった場
に出てこない人の実態が解らずアプローチも出来ていない。

・「ひとり歩き高齢者サポート事業」の地域ケア会議は開催したが、そこから地域課題の発見
や課題解決への発展がなく、やりっぱなしの状態

・地域における「認知症」に関するニーズの把握が出来ていない。地域によっては「認知症」
の話を敬遠するところもあり、正しい理解が出来ていない。

家事の自立に向けた多職種との協働と評価

地域支え合い推進員や地域づくり団体との連携強化による生活課題の把握

西海地区と寺町地区の地域支え合い推進員や地域づくり団体との懇談会を設け、地域の特
性や地域課題（主に生活支援）の把握

地区活動を通じて、「総合相談窓口」としての地域包括支援センターの周知と「フレイル」への
理解や予防への取組

駅北、西海、寺町の女性団体をターゲットに認知症について話し合いの場を設け、それぞれ
の地域での認知症に関するニーズ把握（できれば認知症サポーター養成講座の開催につな
げる。）

地域密着型サービス事業所の職員を対象とした認知症に関する勉強会（地域密着型サービ
ス事業所ネットワーク会議　1回/年）

分析した結果を基に家事の自立に向けた事例研究会（１～２ケース/年）
包括の主任ケアマネ部会で整備した地域ケア会議への発展

新規で訪問型サービス希望者に家事の自立に向けた地域リハビリテーション活動支援事業
の活用

自機関や委託ケースでの訪問型サービスに依頼している家事援助の内容の数値化
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様式　１

センター名

令和３年　３月３０日
（収入） （単位:円）

委託料

介護報酬

その他収入

収入計（C)

（支出）
人件費（計）

職員給与

職員賞与

退職金（積立）

法定福利費

その他人件費

事業費（計）

水道光熱費

保険料

賃借料

車輌費

その他事業費

事務費（計）

福利厚生費

旅費交通費

研修研究費

事務消耗品費

印刷製本費

修繕費

通信運搬費

手数料

租税公課

保守料

業務委託費

諸会費

その他経費　小計

　減価償却費

　備品消耗品費

　本部事務費

　雑費

支出計（D)

○収支差引

令和３年度　地域包括支援センター（包括的支援事業・介護予防事業）収支予算報告書　

地域包括支援センターよしだ

科　目
包括的支援事業
予算額（A）

介護予防事業所
予算額（B)

予算額　計（A+B)
備考

（按分根拠や参考事項）

20,000 20,000
収
入

19,000,000 19,000,000
6,400,000 6,400,000 居宅介護支援事業所委託を含む

0

2,300,000 按分＝委託を除く収入比（80％：20％）

0 0 0

19,000,000 6,420,000 25,420,000

1,631,000 544,000 2,175,000
0 0 0

792,000 3,170,000
232,000 77,000 309,000
2,378,000

120,000 30,000 150,000
1,720,000 430,000 2,150,000 家賃＋リース料

家賃に包含

4,422,000 1,714,000 6,136,000 按分＝(A)×100%
70,000 0 70,000

0 0 0 修繕費･備品消耗品費･保険料等に計上

0 0 0

20,000 0 20,000
0 0 0 事務消耗品費・保守料に計上

30,000 0 30,000
20,000 0 20,000

0 0 0 振込手数料等は雑費に包含

950,000 0 950,000 確定消費税額を含む

100,000 0 100,000
230,000 0 230,000

10,000 0 10,000
2,452,000 0 2,452,000

540,000 0 540,000 業務管理諸費

0 1,714,000 1,714,000 居宅介護支援事業所への業務委託

1,440,000 0 1,440,000
42,000 0 42,000

800,000 0 800,000
170,000 0 170,000 　　　その他経費内訳

差引　計（C）-（D） 0 0 0

19,000,000 6,420,000 25,420,000

支
出

12,738,000 4,246,000 16,984,000 按分＝従事時間（75%：25%）
8,497,000 2,833,000 11,330,000

1,840,000 460,000
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令和３年度　地域包括支援センター活動計画

・

・

・

・

・

・

1

2

3

１

２

３

糸魚川総合病院地域包括支援センター

現
状
と
課
題

新規ケースはフットワークよく対応するよう心がけ、自立支援の視点でケアマネジメントを展開
している。しかし、予防支援の相談、担当数が増加傾向であり、２人体制ではますます厳しい
状態は続いている。

予防支援の居宅介護支援事業所への委託が難しく、包括業務の中でも予防支援業務の比
重が高くなっている（担当件数が１人４０件を超えている状況が続いている）。

ひとり歩きの不安のある人は介護支援専門員から早めに包括への相談があり、地域ケア会
議の開催、ひとり歩き高齢者サポート事業登録の流れが出来ている。

地域ケア会議にて地域の課題を共有できても、具体的な資源開発の部分にまで発展させる
ことは出来ていない。

民児協や老人クラブ、サロン等で自助、互助の周知や地域の課題を共有することに努めた。

自助、互助の周知は広範囲に呼びかけたいと計画したが、新型コロナウイルス感染症の予
防の観点から、地区活動を縮小し計画通りの実施には至らなかった。

地区活動、老人クラブ、サロン等に積極的に参加し、自助、互助の周知を様々な専門職の協
力を得ながら、工夫して意識啓発していく（ただし、新型コロナウイルス感染症の状況を踏ま
えながら計画していく）。

認知症予防の啓発だけでなく、地域にひとり歩きの心配な高齢者がいれば地域住民の関心
が高まるよう、支援体制づくりに努めていく。

目
標

自立支援と重度化防止の視点で地域ケア会議を開催する。

老人クラブやサロン等で自助、互助の周知、意識啓発を図る。

具
体
策
（

計
画
）

認知症に関する普及啓発に努め、ひとり歩き高齢者サポート事業の理解を地域に広げてい
く。

担当地域の居宅介護支援事業所と包括内で情報共有し、自立支援と重度化防止の視点で
ケアマネジメントが展開できているか、個別の地域ケア会議から、自立支援のための地域ケ
ア会議に発展させ、検証する。
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様式　１

センター名

令和３年３月３１日
（収入） （単位:円）

委託料

介護報酬

その他収入

収入計（C)

（支出）
人件費（計）

職員給与

職員賞与

退職金（積立）

法定福利費

その他人件費

事業費（計）

水道光熱費

保険料

賃借料

車輌費

その他事業費

事務費（計）

福利厚生費

旅費交通費

研修研究費

事務消耗品費

印刷製本費

修繕費

通信運搬費

手数料

租税公課

保守料

業務委託費

諸会費

その他経費

支出計（D)

○収支差引

令和３年度　地域包括支援センター（包括的支援事業・介護予防事業）収支予算報告書　

糸魚川総合病院地域包括支援センター

支
出

差引　計（C）-（D） 0 0 0

居宅への業務委託、その他の業務委託

備考　　　　（按分根拠や参考事項）

介護予防支援・第１号介護予防支援

（法人繰入金）、各種調査委託料等

包括75％、介護予防25％
担当件数、業務時間

1,609,000 478,500 2,087,500
13,000,000 4,340,000 17,340,000

0 500,000 500,000
0 0 0

10,000 2,000 12,000
120,000 40,000 160,000

300,000 50,000 350,000
0 0 0

0 0 0
250,000 50,000 300,000

0 10,000 10,000
62,000 28,000 90,000

117,000 33,000 150,000
42,000 8,000 50,000

944,000 72,000 1,016,000
2,510,000 1,199,500 3,709,500

125,000 32,000 157,000
120,000 30,000 150,000

250,000 60,000 310,000
36,000 14,000 50,000

0 0 0
1,475,000 208,000 1,683,000

600,000 127,500 727,500
1,297,500 432,500 1,730,000

9,015,000 2,932,500 11,947,500
5,475,000 1,825,000 7,300,000

科　目
包括的支援事業
予算額（A）

介護予防事業所
予算額（B)

総事業費　予算額
計（A+B)

1,642,500 547,500 2,190,000

13,000,000
4,320,000
20,000

17,340,000

収
入

13,000,000

13,000,000

4,320,000
20,000

4,340,000
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令和３年度　地域包括支援センター活動計画

1

2

3

1-(1)

1-(2)

2-(1)

3-(1)

3-(2)

1-(1)

1-(2)

2-(1)

3-(1)

3-(2)

目
標

具
体
策
（

計
画
）

①主任ケアマネ部会の活動において各居宅介護支援事業所における相談事、困りごとなどを情
報収集するとともに課題について分析・検討を行う。

①根知地区において行政とともに定期的（年3回以上）情報交換を行い、活動の方針を検討してい
く。

主任ケアマネ部会の活動を通じケアマネジメントにおける環境整備への取組を行うとともに包括共
通の相談支援体制が構築できる。

地域での介護予防への取組を評価するため地域での活動の分析を行い、課題を検
討することができる。

市内外の情報を収集するとともに地域と積極的にかかわることで生活支援体制整備事業へつな
がるような活動を見出していく。また、すでに開始している根知地区では行政と定期的に情報交換
しながら、今後の活動の展開について検討する。

認知症サポーター養成講座や初期集中支援チームについて行政とともに実施方法や内容につい
て検討を行うとともに地域課題の検討を行う。

地域包括支援センターみやまの里

現
状
と
課
題

・自立支援に関する研修を重ねることで少しずつ意識は芽吹いてきているが、自立支援のための
地域ケア会議の実施も少なく専門職参加の上で実施が必要。自立支援・重度化防止を進めていく
にあたってのケアマネの困りごとの把握が不十分で環境整備に取組めていない。自立支援に関
する本人、家族やサービス事業所への働きかけが不十分。

・地域にある活動の場や新たな場づくりで介護予防を推進する必要がある。

・各地域で生活支援体制整備について情報を収集することで担当エリアでの活動に生かしていく
必要がある。各地区に積極的にかかわり生活支援体制整備事業へつながるような活動を促して
いく必要がある。

・サポーター養成講座は毎年一定数の実施がありメイトと協力している。対象者の属性が多岐に
わたっており、対象者ごとに内容を変化させることも必要である。ひとり歩き高齢者サポート事業は
根付いている。認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員との連携方法については
実績も踏まえ評価・検討が必要。

・権利擁護についての地域課題の検討や意思決定ガイドラインの周知やガイドラインに沿って、支
援を行うための検討が必要。

①認知症地域推進員の研修を受けるとともに担当エリアでの課題を検討するとともに行政と全市
的な検討ができるよう提案する。

②上刈地区の要援護者世帯支援の会議について再開を打診し具体的な計画を立てる。

②高齢者虐待のハイリスクケースが把握できるよう居宅ケアマネに働きかけるとともに関係者との
支援会議を速やかに実施する。

関係者と意思決定ガイドラインの共有を図ることを目的に地域ケア会議を開催し、相談支援体制が
構築できる。

②自立支援重度化防止のための地域ケア会議を行い、モニタリング会議を実施する。

①地域の活動を分析し、傾向と課題を検討する。

③小滝地区での介護予防活動の実施に向けSC・行政とともに地域と検討を始める。

④その他の地域では活動状況の情報収集を引き続き行う。

①権利擁護が必要な事例について福祉、司法、病院、行政とともに地域課題を共有し検討する地
域ケア会議を実施する。
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令和３年度　地域包括支援センター活動計画

・

・

・

・

・

・

・

・

1

2

3

1-①

1-②

1-③

1-④

2-①

2-②

2-③

3-①

3-②

3-③

具
体
策
（

計
画
）

軽度者の自立に向けた地域ケア会議を年３回以上開催する。

積極的に地域に出向き地域課題を把握し、適切な支援に結び付ける。

自立支援と介護予防を意識した内部研修や外部研修を年１回以上企画・運営し、資質向上
や気づきの機会を設ける。

感染症や災害発生時、地域・事業所・行政と連携した対応を強化する。

木浦地区の地区診断を実施し、地域住民と地域づくりについて考える。

年1回、民生委員児童員会議で活動報告会を開催し、学びや連携強化に努める。

中核機関と連携の場を強化し、権利擁護支援がスムーズに介入できる。

ひとり歩き高齢者サポート事業を活用し、早期介入・早期対応を行い地域で支える体制を作
る。

共生や予防の視点を持って日々の業務にあたり、包括的な支援体制を強化する。

関係団体や他分野と連携を図り、防災意識や感染症予防を留意したサロン活動の継続に協
働で努める。

目
標

自立支援・介護予防・重度化防止に向けた取組を行う。

地域包括ケアシステム構築を進める地域づくりに努める。

共生と予防を意識し、すべての人を地域全体で支える体制を作る。

能生地域包括支援センター

現
状
と
課
題

能生地域内の薬局と連携し、能生地域の在宅療養について把握する機会が持てた。

木浦地区の地区診断を実施し、地域課題の発見につながったが、地域づくりへの支援にまで
至らなかった。

活動報告会を通して民生委員との顔の見える関係の構築に努めたが、児童や障害の専門
職との連携が図れなかった。

地域住民だけでなく、介護事業所においても感染症予防や防災意識の向上に至らなかっ
た。

サロン活動や老人クラブ、地域の会議へ積極的に参加できた。

総合相談の件数は増加しているが、関係者と連携し適切に介入できた。

介護者に対しての地域包括支援センターの認知度が低い。

家庭内の複合的な課題により、早期対応が難しいケースがあった。
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令和３年度　地域包括支援センター活動計画

・

・

・

・

1

2

3

1-(1)

1-(2)

1-(3)

2-(1)

2-(2)

2-(3)

3-(1)

3-(2)

3-(3)

各関係機関との横のつながりを強化し、日々の見守りのなかで支援が必要な方の情報を、
行政や地域包括支援センターに連絡いただくことで、適切な支援に結びつける。

地域住民に対し、認知症の方への理解を深めていただくために、認知症に関する講座等を積
極的に開催する。また、地域全体で支える体制づくりの構築に向けた話し合いができる。

目
標

地域包括ケアシステムとは何か、具体的な例を提示しその理念の啓発を行う。

認知症サポーター養成講座を積極的に行い、認知症の「共生」や「予防」の考え方の啓発を
行う。

各関係機関との会議や講座等を通じ、自助や互助の取組について普及啓発する。

自立支援の地域ケア会議を行うことで、自立支援とは何か理解を深め、ケアプランに反映す
ることができる。

居宅介護支援事業所に対し、ケアプラン点検ができる研修会を開催する。

地域包括支援センターおうみ

現
状
と
課
題

認知症や精神的病を抱える相談が増えている。主治医や専門医との連携を図りながら、早
期発見早期対応に努めている。

ひとり暮らしや高齢者世帯の増加、家族の希薄化により、権利擁護に関する相談が多くなっ
てきている。制度を活用した支援及び、虐待に関しても行政と密な連携を図っている。

社会福祉協議会との高齢者等支援地域連絡会議に参加することで、関係機関との情報共有
が行え、支援に結びつくケースが増えている。ひとり暮らし世帯や高齢者世帯の状況把握も
行えていたが、新型コロナウイルスにより、会議等が自粛され開催することが難しくなってい
る。

居宅介護支援事業所や民生委員、自治会からの相談が増え、地域での見守り力が強化さ
れている。引き続き相談しやすい地域包括支援センターとなるよう、啓発していく。

介護支援専門員に対し、気づきを促し、自立支援に資するケアマネジメントに向けた取組を支
援する。

地域支え合い推進員と一緒に地域へ出向き、地域課題の把握を行う。

講座やあったカフェ等の活動の場を利用し、自助や互助の啓発に努める。

徘徊の危険がある方に対し、積極的にひとり歩き高齢者サポート事業の実施を促す。

具
体
策
（

計
画
）

各種、権利擁護事業の啓発を行い、必要な人に必要な事業を結びつける。潜在的なニーズも
掘り起こす。
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地域包括
支援センター

よしだ

糸魚川総合病院
地域包括

支援センター

地域包括
支援センター
みやまの里

能生地域
包括支援
センター

地域包括
支援センター

おうみ

介護センターにじ ○ ○ ○ ○ ○

居宅介護支援事業所
みやまの里

○ ○

よしだ居宅介護
支援事業所

○ ○ ○

居宅介護支援事業所
クレイドルやけやま

○ ○ ○ ○

居宅介護支援事業所
じょんのび

○ ○

居宅介護
支援センター
ライフエイド

○ ○ ○ ○

ライフケアおれんじ ○

在宅介護
支援センター
ささら苑

○

居宅介護支援事業所
あかり

○ ○

居宅介護支援事業所
ひより

○

居宅介護支援事業所
おうみ

○

名立居宅介護
支援事業所

○

業
務
を
受
託
し
て
い
る
事
業
所

事業所の名称

業務を委託している地域包括支援センター

作成基準日:令和3年8月1日現在

　　　　　　指定介護予防支援業務 地域包括支援センター別委託事業所一覧表
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